
論文 緊張力変動抑制装置を用いたアンボンド PCaPC 圧着骨組の耐震性能 

池上 千優*1・越川 武晃*2・北野 敦則*3・佐藤 良介*4 

要旨：アンボンド PCaPC 圧着構造における PC 鋼材の降伏を防止するため，緊張力変動抑制装置を開発し，

装置の効果を実験的に検討した。装置単体の要素実験では，基本的な挙動として載荷から除荷にかけ装置の

剛性が変化すること，載荷時と除荷時の履歴曲線を行き来するような履歴ループを描くことが確認できた。

装置を設置したアンボンド PCaPC 十字形試験体の載荷実験から，装置の主な効果として層間変形に伴う緊張

力の増加が抑制されている様子が確認できた。さらにエネルギー吸収性能の付与を目的としたボルトダンパ

ーを設置した試験体の載荷も行い，結果からダンパーが降伏しエネルギーを吸収している様子が確認できた。 

キーワード：アンボンド，プレキャスト，プレストレストコンクリート，降伏防止，エネルギー吸収

1. はじめに

近年の大地震による被害を契機として，建築物の耐震

設計においては地震時の損傷制御および地震後の継続使

用の確保を重要視した設計や技術が求められている。コ

ンクリート系構造において，地震時の損傷制御を実現し

得るものの一つとしてアンボンド PCaPC 圧着構造が挙

げられる。本構造は，アンボンド PC 鋼材をプレキャス

トコンクリート梁部材および柱に貫通させて配置し，そ

の PC 鋼材を緊張して部材を一体化する工法を用いた構

造であり，部材の損傷を梁の圧着接合面に集中させるこ

とで部材の損傷制御を可能とするという優れた特徴を持

つ 1)～3)。しかし一方で，目開きによる変形で一度内部の

PC 鋼材に降伏が生じてしまうと，緊張力の低下やそれに

伴う復元性の低下を招くなど構造の安定性と耐震性能を

大きく損なってしまう恐れがあり，また構造全体として

エネルギー吸収性能 4)に乏しいという欠点もある。

本研究ではこれらの課題を解決すべく PC 鋼材の降伏

を防止するための緊張力変動抑制装置（以下「装置」と

する）を開発し，装置単体の要素実験および PC 鋼材の

定着部に装置を設置したアンボンド PCaPC 十字形試験

体の載荷実験を行った。さらに構造にエネルギー吸収性

能を付与するため，ボルトダンパーを設置した試験体の

載荷実験も併せて行った。これらの実験結果を通して装

置およびボルトダンパーの性能や効果について検討した。 

2. 試験体および装置概要

図－1にアンボンド PCaPC 十字形試験体の概要を示す。

本試験体は，建築物の中間層内柱梁接合部を模擬してお

り実大の 1/2 のスケールで作成した。加力点（反力点）

間距離は，柱が 2,250mm，梁が 3,000mm である。柱断面
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図－1 試験体概要 

表－1 コンクリート及びモルタルの材料特性 

目地モルタル

圧縮強度 引張強度 ヤング係数 圧縮強度

N/mm
2

N/mm
2

kN/mm
2

N/mm
2

PCaPC1 49.70 3.25 26.00 48.70

PCaPC2 53.50 2.80 26.30 66.30

PCaPC5 55.00 6.29 25.30 62.00

試験体名

コンクリート

降伏強度 引張強度ヤング係数 伸び

N/mm
2

N/mm
2

kN/mm
2 %

D10 370 512 169 24

D13 358 503 194 24

D10 374 508 177 17

D13 360 511 176 23

PC鋼棒
PCaPC1
PCaPC2
PCaPC5

26φ B種-1号 1060 1150 201 12

径 規格

SD295A

試験体名

PCaPC1
PCaPC2

PCaPC5

鉄筋

表－2 使用鋼材の材料特性 
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は 350mm×350mm，梁断面は 350mm×250mm とし，柱

の柱梁接合部に位置する場所と梁中心には PC 鋼棒を通

す 38φのシース管（外径 42φ）を設置した。柱主筋とし

て 8－D13 を使用し，梁主筋として 4－D10 を使用し，

PC 鋼棒として B 種 1 号－26φを使用した。また柱の帯

筋と梁のあばら筋として 2－10Dを 100mm間隔で配筋し

た。試験体は柱と梁を別に作成し，幅 15mm の目地モル

タルを介し PC 鋼棒に初期緊張（プレストレス導入率

0.075，規格降伏荷重の約 53%）を与え圧着接合した。柱

と梁のコンクリート設計基準強度は Fc＝50 N/mm2とし，

目地にはセメント系無収縮モルタル材を使用した。なお

柱梁曲げ耐力比 5) 6)は PCaPC1 が 2.82，PCaPC2 が 2.79，

PCaPC5 が 2.78 である。表－1 にコンクリート及びモル

タル，表－2 に使用鋼材の材料特性を示す。

本研究では PCaPC1，PCaPC2，PCaPC5 の 3 体の試験

体を用い，装置とボルトダンパーの有無を実験のパラメ

ータとする。表－3 に試験体パラメータを示す。装置は

梁端部の PC 鋼棒の定着部に，ボルトダンパーは柱梁接

合部の柱を挟み両側に設置している。 

図－2 に装置の概要を示す。装置はガイド部・皿ばね

部・クリアランス部の 3 つで構成されている。鋼管〇－

80×6 と鋼板で作成したガイド部に皿ばねと，鋼管〇－

114.3×6 と鋼板で作成したクリアランス部を通し装着し，

十字形試験体の PC 鋼棒の定着部において PC 鋼棒を装

置の内部に通して設置した。装置は梁の目開きによって

PC 鋼棒に伸びが生じる際に，それに応じて装置の皿ばね

が縮むことで PC 鋼棒の緊張力増加を抑制する仕組みと

なっているため，クリアランスはその変形量を見込み

30mm 設けた。また装置には内径 82mm，外形 160mm の

皿ばねを用い，PC 鋼棒の軸剛性と装置の剛性が同程度と

なるよう並列 4 枚，直列 7 段の組み合わせで使用した。

表－4 に装置に使用した皿ばねの材料特性を示す。 

 図－3 にボルトダンパーの概要を示す。ボルトダンパ

ーには一般的な寸切りボルト M16 を使用した。このボル

トは，中間部のねじ山を加工して削り，降伏荷重を調節

したものである。ボルトダンパーは梁軸中心位置に柱梁

接合部を挟み，左右の梁側面に表裏 1 つずつの計 4 つ設

置した。ボルトダンパーの設置は，柱にはスタットボル

トを予め埋め込み，高強度高ナットにより接続した。梁

には，図で示したような定着治具を鋼材で製作し，梁に

密着させた。この時，定着治具と梁側面のずれを極力抑

えるために，治具と梁表面間にエポキシ系接着剤を塗布

するとともに，図中の写真のように梁両面からみぞ形鋼

と寸切りにより挟み込むことで，定着治具と梁表面の密

着度を高めるという対策を講じた。表－5 にボルトダン

パーの材料特性を示す。 

3. 緊張力変動抑制装置の要素実験

装置の履歴特性を検証するため，装置単体の要素実験

を行った。実験には荷重容量 1,000kN の万能試験機を用

い，装置を縦向きに設置して材軸方向に加力を行った。

図－4 に変位計および試験体の設置状況を示す。図のよ

うに装置の四つ角に各 1 つずつの，計 4 体の変位計でガ

イド部とクリアランス部の相対変位を計測した。

加力ルールは 4 パターン設定した。図－5 に各パター

ンの加力ルール図を示す。パターン①は，装置の履歴曲

線の概形を確認する目的で行った。除荷開始の目標値に

は，装置の変形率 25%（6.125mm），50%（12.25mm），荷

重 500kN の 3 点を設定した。変形率は使用した皿ばねの

荷重特性 7)からたわみを算出し，500kN は PC 鋼棒の降

伏荷重から，十字型試験体の載荷実験において装置に作

0.2

表－4 皿ばねの材料特性 

― 

内径 外径 板厚 有効高さ 自由高さ

d D t h Ho δ=0.25h δ=0.50h δ=0.75h δ=h δ=0.50h δ=0.75h δ=h

82 160 10 3.5 13.5 54800 105000 154000 202000 950 1500 2092

N/mm
2

応力

N

基準寸法 荷重

ガイド部 

クリアランス部

皿ばね部 

試験体名 緊張力変動抑制装置 ボルトダンパー

PCaPC1 なし なし

PCaPC2 あり なし

PCaPC5 あり あり

表－3 試験体パラメータ 

緊張力変動抑制装置 

図－2 緊張力変動抑制装置概要 

・ ・ ・ ・ ・
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用し得る最大荷重として設定した。パターン②，③，④

では，十字形試験体に設置した場合を想定し，初期緊張

力（262. 5kN）が作用した状態を始点と設定した。パター

ン②は始点を中心とする正負交番繰り返し漸増載荷，パ

ターン③は始点から正方向の片側のみに一方向の繰り返

し漸増載荷とした。どちらも変位を 1.0mm ずつ漸増しな

がら 7.0mm まで設定した。一方パターン④は，各サイク

ル後に始点まで戻さず，前のサイクルまでの変位を継続

したまま振幅を 0.2mm，0.3mm，0.5mm，1.0mm，2.0mm，

2.5mm，3.0mm と増加させた。その後は反対に振幅を

3.0mm から 0.2mm まで減少させた。パターン④は，より

十字形試験体に設置した場合の装置の挙動を模擬してい

る。全てのパターンにおいて，加力は各 2 サイクルずつ

行った。 

 図－6 に各パターンで得られた荷重－変位関係を示す。

まずパターン①の結果から，装置は載荷時，除荷時，載

荷から除荷へ遷移する範囲（以下，「遷移時」とする）で

異なる剛性を示し，除荷時と載荷時の履歴曲線を行き来

するような履歴ループを描くことが分かった。次にパタ

ーン②，③，④においては，3 つの加力ルールのもと実

図－3 ボルトダンパー概要 

みぞ形鋼 柱 

梁 

表－5 ボルトダンパーの材料特性 

断面積 降伏強度 引張強度 ヤング係数

mm2 N/mm2 N/mm2 kN/mm2

ねじ部 M16 201

加工部 12φ 113
120453 527
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図－6 装置変位－荷重関係 
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験を行ったが，すべてパターン①で述べたような概形を

示した。図から分かるように，変位や振幅の大きさに関

わらず遷移時の剛性はほぼ一定となっている。また装置

は基本的に載荷時，遷移時，除荷時という順番で剛性が

変化するが，パターン④においては，振幅の小さい 0.2mm

や 0.3mm の範囲で載荷時から除荷時へと変化せず再び

載荷時の履歴曲線を辿る様子が確認できた。 

4. 十字形試験体の載荷実験

4.1 加力方法と測定項目 

 図－7 に加力装置の概要を示す。試験体は柱脚をピン

支持，左右の梁端部をローラー支持とし，鉛直方向に軸

力比が 1/6 になるように軸力（1,100kN）を導入後，一定

軸力下にて柱上部ピン位置に水平方向強制変位加力を行

った。加力ルールとしては，層間変形角 0.20%を 1 サイ

クル，0.33%，0.50%，1.00%，1.50%，2.00%，3.00%，4.00%，

5.00%を 2 サイクルずつ加力する正負交番繰返し載荷を

行った。本実験における測定項目は以下の通りである。

水平方向・鉛直方向加力ジャッキから試験体に加える荷

重および梁支持点位置における荷重をロードセルにより

計測した。また図－8 に示すように，柱上部・柱下部の

水平変位および鉛直変位量，柱梁接合部のせん断変形角，

梁接合面の目開き量を変位計により測定した。さらに PC

鋼棒にかかる荷重（装置にかかる荷重と同一とする）を

ロードセルにより，柱梁接合部付近における試験体内部

の鉄筋のひずみ量をひずみゲージにより計測した。これ

に加え，PCaPC2 と PCaPC5 では装置の変位量，PCaPC5

ではボルトダンパーのひずみ量も計測した。なお，層間

変形角は柱上部・下部の水平変位量の差（層間変位）を

測定位置間距離（1860mm）で除した値と定めている。 

4.2 結果と考察  

(1) 破壊状況と変形成分比

図－9 に 3 体の試験体の最終破壊状況を示す。装置や

ボルトダンパーの有無にかかわらず，全ての試験体にお

いて，ひび割れは柱にはほとんど発生せず，梁端部の上

部や下部など目開きが発生した部分に集中し，コンクリ

ートの剥離や圧壊も同様の部分に多く発生した。 

 図－10に PCaPC5 における全体の変形に占める柱・梁・

接合部それぞれの変形割合を示す。梁の変形は圧着接合

面で生じる目開きとたわみの合計，柱の変形は層せん断

力によるたわみ，接合部の変形は接合部のたわみを用い，

それぞれの層間変形角を算出した。梁の目開き量は梁側

面の変位データから求めた回転角を用いた。全ての層間

変形時において梁の変形割合が 90%以上となっており，

梁の目開きによる変形が大部分を占めていた。変形割合

は 3 体の試験体とも同様の結果となり，装置やボルトダ

ンパーの有無による違いは見られなかった。
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スライド支承軸力方向加力ジャッキ 
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図－7 加力装置概要 

―

図－9 最終破壊状況 
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なお，装置を設置していない PCaPC1 おいては層間変

形角 5.00%まで載荷を行うと PC 鋼棒が降伏すると判断

したため，その前の層間変形角 4.00%時で載荷を終了し

たが，装置を設置した 2 体の試験体においては層間変形

角 5.00%まで載荷を行ったうえで PC 鋼棒の降伏は見ら

れず，試験体のコンクリートの圧壊が最大耐力の決定要

因となった。試験体の鉄筋に関しては，ひずみデータか

ら PCaPC1 において層間変形角 4.00%の負載荷時に，梁

断面にかかった圧縮力が原因となり柱梁接合部直近の下

部梁主筋が圧縮降伏したが，それ以外の鉄筋や試験体へ

の影響は見られなかった。また PCaPC2 および PCaPC5

においては，梁主筋での圧縮降伏も生じなかった。これ

は，装置の効果により PC 鋼棒の緊張力増加が低減され

PC 鋼棒の引張力が抑えられた結果，PCaPC1 よりも梁断

面にかかる圧縮力が小さくなったためであると考えられ

る。また PCaPC5 のボルトダンパーは層間変形角＋1.50%

の載荷中に 1 体目の降伏が発生し，他のボルトダンパー

も順に降伏した。その後，層間変形角 4.00%の載荷中に

1 つ目のボルトダンパーが破断し，最終的に層間変形角

4.00%～5.00%の間で 4体すべてのボルトダンパーの破断

を確認した。 

(2) 層せん断力－層間変形角関係

 図－11 に各試験体の層せん断力－層間変形角関係を

示す。層せん断力は，梁両端にかかる梁せん断力により

算出した。まず実験結果全体から全ての試験体において

残留変形はほとんど無くアンボンド PCaPC 構造に特有

の原点指向能力を示していることが分かった。PCaPC1

と PCaPC2 を比較すると層間変形角 4.00%時における正

負両側の層せん断力の差はそれぞれ 127.8kN，120.8kN と

なっており，層せん断力が減少している様子から，装置

を設置したことで PC 鋼棒の伸びと緊張力の増加が抑制

されたことが確認できる。PCaPC5 においては，ボルトダ

ンパーを設置したことで試験体の耐力が増加したため層

せん断力の値が他の 2 体と比べて大きくなっている。ま

たグラフを見ると PCaPC5 は PCaPC2 に比べ履歴曲線の

ループが膨らんでいることからボルトダンパーがエネル

ギーを吸収している様子が確認できた。なお図中の▲印

は各試験体における正負それぞれの最大耐力（PCaPC1

においては実験を行った範囲での最大耐力）を示してお

り PCaPC1 は 61.26kN と－69.77kN，PCaPC2 は 66.32kN

と－62.65kN，PCaPC5は 62.95kNと－78.44kNであった。 

(3) PC 鋼棒荷重－層間変形角関係

 図－12 に PC 鋼棒荷重－層間変形角関係を示す。図か

らわかるように，PCaPC1 に比べ装置を設置した他の 2 体

の試験体は層間変形に伴う PC 鋼棒荷重の増加が抑えら

れている。より詳しく結果を比較すると，3 体の試験体

図‐11 層せん断力－層間変形角関係 
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図‐12 PC 鋼棒荷重－層間変形角関係 
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の層間変形角 4.00%時における PC 鋼棒荷重値は大きい

方から PCaPC1，PCaPC2，PCaPC5 の順となっている。

PCaPC1 と PCaPC2 において，各試験体の初期緊張力導

入時と層間変形角＋4.00%時の PC 鋼棒荷重値の差を比

較すると，それぞれ PCaPC1 が 201.3kN，PCaPC2 が

241.7kN となっており，装置の効果により PCaPC2 にお

ける PC 鋼棒荷重値の増加が約 83%に低減されているこ

とが分かった。また PCaPC5 の荷重値が PCaPC2 よりも

さらに小さくなっているのは，ボルトダンパーを設置す

ることで梁の目開きによる PC 鋼棒の変形（伸び）が低

減された結果，PC 鋼棒荷重の増加が抑えられたためだと

考えられる。 

(4) 装置荷重－変位関係

 図－13 に装置荷重－変位関係を示す。初期緊張力

（262.5kN）を導入した際の縮みを考慮し 8.3mm からグ

ラフを作成した。実験結果から，2 体の試験体とも要素

実験と同様の挙動を示すことが確認できた。また

PCaPC2 と PCaPC5 を比較すると，ほとんど同一の履歴

ループを描いており，ボルトダンパーの有無による大き

な違いは見られなかった。 

(5) 等価粘性減衰定数

 図－14 に各層間変形角における等価粘性減衰定数の

推移を示す。検討には各試験体における 2 サイクル目の

値を使用した。まず PCaPC1 と PCaPC2 を比較すると，

等価粘性減衰定数値はどちらも 5.0%以下でおおよそ同

程度となり，装置の有無による違いは見られなかった。

一方 PCaPC5 においては，層間変形角 1.00%以下の範囲

では他の 2 体と同様の推移となっているが，層間変形角

1.50%以上の範囲で等価粘性減衰定数値が増加している

ことが分かる。試験体設計段階では，層間変形角 0.50%

付近でボルトダンパーが降伏し作用し始める想定であっ

たが，ボルトダンパーの効き始めが遅れてしまい想定よ

りも大きな層間変形角時で降伏をするという結果になっ

た。この原因は，ボルトダンパーの梁側の固定治具と梁

との固定強度が足りず実験中にボルトダンパーがずれて

しまったためである。治具の固定方法や取り付け位置等

の検討が今後の課題である。なお PCaPC5 の層間変形角

5.00%時においては，4 体全てのボルトダンパーが破断し

たため値が減少している。 

5. まとめ

本研究では，緊張力変動抑制装置単体の要素実験およ

び装置とボルトダンパーを設置したアンボンド PCaPC

十字形試験体の載荷実験を行った。実験結果から以下の

知見を得た。 

(1) 緊張力変動抑制装置の要素実験から，装置の基本的

な挙動が確認できた。装置は載荷時，除荷時，遷移時

でそれぞれ異なる剛性を示し，載荷時と除荷時の履

歴曲線を行き来するような履歴ループを描くこと，

また遷移時の剛性は変位の大きさに関わらずほぼ一

定となることが分かった。 

(2) アンボンド PCaPC 十字形試験体の載荷実験から， 装

置の効果により PC 鋼棒の緊張力増加が抑制され，装

置を設置していない試験体と比較すると PC 鋼棒に

かかる荷重が約 83%に低減されている様子が確認で

きた。

(3) 緊張力抑制装置およびボルトダンパーの有無にかか

わらず，すべての試験体においてアンボンド PCaPC

圧着構造に特有の原点指向能力を示していることが

分かった。

(4) ボルトダンパーの破壊状況および等価粘性減衰定数

から，ボルトダンパーが降伏しエネルギーを吸収し

ている様子が確認できた。治具と梁との固定強度不

足が原因で設計時の想定よりもボルトダンパーの効

き初めが遅れてしまったため，取り付け方法や位置

の検討が今後の課題である。
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